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１　【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
平成22年２月17日に提出した有価証券届出書の記載事項について、半期報告書の提出を行うことに伴い訂正すべき事項が

ありますので、関係事項を訂正するため、本訂正届出書を提出するものです。

 

 

２　【訂正の内容】
　　　　の部分が本訂正届出書の訂正部分となります。

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

(2)【ファンドの仕組み】

③委託会社等の概況

（略）

2.委託会社の沿革

＜訂正前＞

昭和61年11月：
平成10年10月：

 
平成12年２月：
平成12年７月：

 
平成21年４月：

コスモ投信株式会社設立
ディーアンドシーキャピタルマネージメント株式会社と合併、商号を「コスモ投信
投資顧問株式会社」に変更
商号を「明治ドレスナー投信株式会社」に変更
明治ドレスナー・アセットマネジメント株式会社と合併、商号を「明治ドレスナー
・アセットマネジメント株式会社」に変更
商号を「ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社」に変更

（略）

 

＜訂正後＞

昭和61年11月：
平成10年10月：

 
平成12年２月：
平成12年７月：

 
平成21年４月：

コスモ投信株式会社設立
ディーアンドシーキャピタルマネージメント株式会社と合併、商号を「コスモ投信
投資顧問株式会社」に変更
商号を「明治ドレスナー投信株式会社」に変更
明治ドレスナー・アセットマネジメント株式会社と合併、商号を「明治ドレスナー
・アセットマネジメント株式会社」に変更
商号を「ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社」に変更

※平成22年10月１日付で、安田投信投資顧問株式会社と合併、商号を「明治安田アセットマネジメント株式会社」に

変更予定。

（略）

 

３【投資リスク】

(1)ファンドのリスクと留意点

＜訂正前＞

②信用リスク

公社債およびコマーシャル・ペーパー等短期金融商品については、発行体が、経営不振、倒産、その他の理由により、

その利息および償還金をあらかじめ決められた条件で支払うことができなくなる（債務不履行）可能性がありま

す。実際に債務不履行となった場合や、債務不履行となる可能性が高いと判断される場合には、当該公社債または短

期金融商品の価格は大きく下落し、あるいはゼロになることがあります。そのため、ファンドは保有する公社債や短

期金融商品の価格変動によって重大な損失を被ることがあります。

 

＜訂正後＞

②信用リスク

投資している有価証券等の発行者が、経営・財務状況の不振、倒産、外部評価の変化等の理由により、利払いや償還金

の支払いが滞る等、債務不履行が起こる可能性があります。そうした場合、当該有価証券の価額が下落することや、そ

の価値がなくなることによりファンドが重大な損失を被ることがあります。

 

(2)リスク管理体制

EDINET提出書類

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社(E12448)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 2/37



＜訂正前＞

①ファンド運用に関する社内規程として、「投資一任契約および信託財産の運用業務に関する基本規程」及び基本規

程に付随する細則等の取扱い基準を設けております。また、個別ファンドの運用計画を策定し、計画に基づいた運用

を行う体制を整備しております。

（以下略）

 

＜訂正後＞

ファンドの運用にあたっては、社内規程や運用計画に基づき、運用部門が運用プロセスの中でリスクコントロールを行

います。また、運用部門から独立した部署により諸リスクの状況が確認され、各種委員会等において協議・報告される体

制となっています。

①ファンド運用に関する社内規程として、「投資一任契約および信託財産の運用業務に関する基本規程」及び基本規

程に付随する細則等の取扱い基準を設けております。また、個別ファンドの運用計画を策定し、計画に基づいた運用

を行う体制を整備しております。

（以下略）
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５【運用状況】

原届出書の 「第二部 ファンド情報　第１ ファンドの状況　５ 運用状況」につきましては、以下の内容に更新・訂正されま
す。
 
《更新・訂正後》
 
以下は平成22年７月２日現在の運用状況です。
※投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
※投資比率の合計は四捨五入の関係で合わない場合があります。

 

(1)【投資状況】

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％)

ミリオン・インデックスマザーファンド受益証券 368,405,981 99.76

コール・ローン、その他資産（負債控除後） 902,350 0.24

合　計（純資産総額） 369,308,331 100.00

 

（参考）マザーファンドの投資状況

ミリオン・インデックスマザーファンド

資産の種類 国　　名 時価合計（円） 投資比率（％）

株　　式 日　　本 454,589,800 88.38

コール・ローン、その他資産（負債控除後） 59,760,853 11.62

合　計(純資産総額) 514,350,653 100.00

※その他資産として下記の通り先物取引を利用しています。評価にあたっては、主たる取引所の発表する清算値段又は最

終相場を用いています。

資産の名称 取引所 評価額（円） 投資比率（％）

株価指数先物取引（買建）
日経225先物 1009

大阪証券取引所 46,050,000 8.95

 

(2)【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

1.上位銘柄

順
位

銘柄名 国名／業種
種類 数量（口） 簿価単価

／簿価額（円）
評価単価

／評価額（円）
投資比
率（％）

1 ミリオン・インデックスマザーファンド
日本　／　－

761,169,384
0.5061 0.4840

99.76
親投資信託受益証券 385,249,115368,405,981

 

2.種類別の投資比率

種類 投資比率（％）  

親投資信託受益証券 99.76  

合計 99.76  

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。
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（参考）マザーファンドの投資資産

ミリオン・インデックスマザーファンド

①投資有価証券の主要銘柄

1.上位銘柄

順
位
国／
地域

種類 銘柄名 業種 数量
帳簿価額
単価
（円）

帳簿価額
金額
（円）

評価額
単価
（円）

評価額
金額
（円）

投資
比率
(％)

1 日本 株式 ファーストリテイリング 小売業 2,00017,380.0034,760,00013,430.0026,860,0005.22

2 日本 株式 ファナック 電気機器 2,0007,630.0015,260,00010,020.0020,040,0003.90

3 日本 株式 京セラ 電気機器 2,0007,270.0014,540,0007,070.0014,140,0002.75

4 日本 株式 ソフトバンク 情報・通信業 6,0002,085.0012,510,0002,304.0013,824,0002.69

5 日本 株式 本田技研工業 輸送用機器 4,0002,880.0011,520,0002,495.009,980,0001.94

6 日本 株式 キヤノン 電気機器 3,0003,470.0010,410,0003,260.009,780,0001.90

7 日本 株式 ＴＤＫ 電気機器 2,0004,870.009,740,0004,730.009,460,0001.84

8 日本 株式 東京エレクトロン 電気機器 2,0004,850.009,700,0004,660.009,320,0001.81

9 日本 株式 テルモ 精密機器 2,0005,030.0010,060,0004,195.008,390,0001.63

10日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信業 20 459,000.009,180,000417,000.008,340,0001.62

11日本 株式 信越化学工業 化学 2,0004,660.009,320,0004,115.008,230,0001.60

12日本 株式 セコム サービス業 2,0004,270.008,540,0003,895.007,790,0001.51

13日本 株式 武田薬品工業 医薬品 2,0003,550.007,100,0003,890.007,780,0001.51

14日本 株式 アドバンテスト 電気機器 4,0002,035.008,140,0001,770.007,080,0001.38

15日本 株式
エヌ・ティ・ティ・デー
タ

情報・通信業 20 259,900.005,198,000323,000.006,460,0001.26

16日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機器 2,0003,570.007,140,0003,020.006,040,0001.17

17日本 株式 アステラス製薬 医薬品 2,0003,270.006,540,0002,950.005,900,0001.15

18日本 株式 エーザイ 医薬品 2,0003,210.006,420,0002,911.005,822,0001.13

19日本 株式 ダイキン工業 機械 2,0003,290.006,580,0002,683.005,366,0001.04

20日本 株式
富士フイルムホールディ
ングス

化学 2,0002,525.005,050,0002,528.005,056,0000.98

21日本 株式 デンソー 輸送用機器 2,0002,540.005,080,0002,408.004,816,0000.94

22日本 株式 トレンドマイクロ 情報・通信業 2,0003,200.006,400,0002,367.004,734,0000.92

23日本 株式 電通 サービス業 2,0001,926.003,852,0002,319.004,638,0000.90

24日本 株式 ソニー 電気機器 2,0002,525.005,050,0002,310.004,620,0000.90

25日本 株式 オリンパス 精密機器 2,0002,870.005,740,0002,082.004,164,0000.81

26日本 株式 花王 化学 2,0002,005.004,010,0002,064.004,128,0000.80

27日本 株式
セブン＆アイ・ホール
ディングス

小売業 2,0001,958.003,916,0001,983.003,966,0000.77

28日本 株式 資生堂 化学 2,0001,657.003,314,0001,934.003,868,0000.75

29日本 株式 塩野義製薬 医薬品 2,0001,860.003,720,0001,893.003,786,0000.74

30日本 株式 三菱商事 卸売業 2,0001,982.003,964,0001,826.003,652,0000.71

 

2.種類別の投資比率

種類 投資比率（％）  

株式 88.38  

合計 88.38  

3.株式の業種別の投資比率

業　種　名 投資比率（％） 業　種　名 投資比率（％）
電気機器 19.82 その他製品 1.02
小売業 7.60 保険業 0.96

情報・通信業 7.47 繊維製品 0.81
医薬品 6.33 ゴム製品 0.72
化学 6.23 鉄鋼 0.65

輸送用機器 5.69証券、商品先物取引業 0.61
機械 4.32 金属製品 0.56
食料品 3.61 電気・ガス業 0.54
精密機器 3.24 海運業 0.48
サービス業 2.50 パルプ・紙 0.47
卸売業 2.39 石油・石炭製品 0.41
陸運業 2.29 倉庫・運輸関連業 0.38
建設業 2.07 その他金融業 0.36
不動産業 1.72 鉱業 0.19
非鉄金属 1.64 水産・農林業 0.17

ガラス・土石製品 1.52 空運業 0.11
銀行業 1.51 合　計 88.38

 

②投資不動産物件

該当事項はありません。
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③その他投資資産の主要なもの

1.コール・ローン

該当事項はありません。

 

2.株価指数先物取引

銘柄名 取引所
買建／
売建

数量
（枚）

簿価額（円） 評価額（円）
投資比率
（％）

株価指数先物取引
日経225先物 1009

大阪証券取引所 買建 5 47,741,03546,050,0008.95

（注）評価額の算定方法：基準日の主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。

 

(3)【運用実績】

①【純資産の推移】

期別
純資産総額（円） １万口当たりの純資産額（円）

分配落 分配付 分配落 分配付
第12期計算期間末(平成11年11月17日)918,479,018919,168,8876,657 6,662
第13期計算期間末(平成12年11月17日)709,314,176709,969,2375,414 5,419
第14期計算期間末(平成13年11月19日)550,619,335550,619,3354,031 4,031
第15期計算期間末(平成14年11月18日)448,990,341448,990,3413,126 3,126
第16期計算期間末(平成15年11月17日)515,781,461515,781,4613,627 3,627
第17期計算期間末(平成16年11月17日)579,122,409579,122,4094,088 4,088
第18期計算期間末(平成17年11月17日)710,304,818710,304,8185,253 5,253
第19期計算期間末(平成18年11月17日)729,393,641729,393,6415,813 5,813
第20期計算期間末(平成19年11月19日)614,147,199614,147,1995,413 5,413
第21期計算期間末(平成20年11月17日)347,449,403347,449,4033,096 3,096
第22期計算期間末(平成21年11月17日)390,738,913390,738,9133,524 3,524

     
 純資産総額(円) １万口当たり純資産額(円)

平成21年７月末日 416,624,949 3,744
平成21年８月末日 421,400,930 3,787
平成21年９月末日 406,622,735 3,671
平成21年10月末日 402,871,044 3,631
平成21年11月末日 376,229,166 3,383
平成21年12月末日 424,857,977 3,808
平成22年１月末日 409,998,148 3,678
平成22年２月末日 408,263,701 3,653
平成22年３月末日 445,539,431 4,013
平成22年４月末日 441,563,704 4,001
平成22年５月末日 390,689,288 3,540
平成22年６月末日 376,168,235 3,398
直近日(平成22年７月２日現在) 369,308,331 3,336

 

②【分配の推移】

 １万口当たり税込み分配金(円)
第12期計算期間(平成10年11月18日から平成11年11月17日まで) 5
第13期計算期間(平成11年11月18日から平成12年11月17日まで) 5
第14期計算期間(平成12年11月18日から平成13年11月19日まで) 0
第15期計算期間(平成13年11月20日から平成14年11月18日まで) 0
第16期計算期間(平成14年11月19日から平成15年11月17日まで) 0
第17期計算期間(平成15年11月18日から平成16年11月17日まで) 0
第18期計算期間(平成16年11月18日から平成17年11月17日まで) 0
第19期計算期間(平成17年11月18日から平成18年11月17日まで) 0
第20期計算期間(平成18年11月18日から平成19年11月19日まで) 0
第21期計算期間(平成19年11月20日から平成20年11月17日まで) 0
第22期計算期間(平成20年11月18日から平成21年11月17日まで) 0
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③【収益率の推移】

 収益率（％）
第12期計算期間(平成10年11月18日から平成11年11月17日まで) 24.78
第13期計算期間(平成11年11月18日から平成12年11月17日まで) △18.60
第14期計算期間(平成12年11月18日から平成13年11月19日まで) △25.54
第15期計算期間(平成13年11月20日から平成14年11月18日まで) △22.45
第16期計算期間(平成14年11月19日から平成15年11月17日まで) 16.03
第17期計算期間(平成15年11月18日から平成16年11月17日まで) 12.71
第18期計算期間(平成16年11月18日から平成17年11月17日まで) 28.50
第19期計算期間(平成17年11月18日から平成18年11月17日まで) 10.66
第20期計算期間(平成18年11月18日から平成19年11月19日まで) △6.88
第21期計算期間(平成19年11月20日から平成20年11月17日まで) △42.80
第22期計算期間(平成20年11月18日から平成21年11月17日まで) 13.82
第23期計算期間中(平成21年11月18日から平成22年5月17日まで) 5.22
（注）収益率は、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額。以下、

「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に100を乗じた数です。
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第２【財務ハイライト情報】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第２ 財務ハイライト情報」につきましては、以下の内容が追加されます。

《更新・追加》

 

1．以下の「財務ハイライト情報」については、有価証券届出書「第三部　ファンドの詳細情報　第４　ファンドの経理状況」

に記載されている「中間財務諸表」より抜粋して記載しております。

2．当ファンドの「中間財務諸表」については、あずさ監査法人による中間監査を受けております。

当ファンドの中間監査報告書については、有価証券届出書「第三部　ファンドの詳細情報　第４　ファンドの経理状況」

に記載されている「中間財務諸表」に添付しております。

  なお、従来から当ファンドが監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年7月1日を

もって有限責任 あずさ監査法人となりました。

 

ミリオン（従業員積立投資プラン）インデックスポートフォリオ

1中間貸借対照表

区分
第22期中間計算期間

（平成21年５月17日現在）
第23期中間計算期間

（平成22年５月17日現在）

 金額（円） 金額（円）

資産の部   

流動資産   

金銭信託 20,000 －

コール・ローン 3,204,304 4,147,656

親投資信託受益証券 376,874,872 408,597,094

未収入金 1,800,000 －

未収利息 12 5

流動資産合計 381,899,188 412,744,755

資産合計 381,899,188 412,744,755

負債の部   

流動負債   

未払解約金 1,486,650 －

未払受託者報酬 140,674 175,350

未払委託者報酬 2,672,715 3,331,650

その他未払費用 8,735 10,899

流動負債合計 4,308,774 3,517,899

負債合計 4,308,774 3,517,899

純資産の部   

元本等   

元本 1,119,890,279 1,103,614,954

剰余金   

中間剰余金又は中間欠損金（△） △742,299,865 △694,388,098

（分配準備積立金） 6,641,143 6,255,323

元本等合計 377,590,414 409,226,856

純資産合計 377,590,414 409,226,856

負債純資産合計 381,899,188 412,744,755
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2中間損益及び剰余金計算書

区分

第22期中間計算期間
（自　平成20年11月18日
至　平成21年５月17日）

第23期中間計算期間
（自　平成21年11月18日
至　平成22年５月17日）

 金額（円） 金額（円）

営業収益   

受取利息 923 552

有価証券売買等損益 33,918,294 24,553,197

営業収益合計 33,919,217 24,553,749

営業費用   

受託者報酬 140,674 175,350

委託者報酬 2,672,715 3,331,650

その他費用 8,735 10,899

営業費用合計 2,822,124 3,517,899

営業利益 31,097,093 21,035,850

経常利益 31,097,093 21,035,850

中間純利益 31,097,093 21,035,850

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又
は一部解約に伴う中間純損失金額の分配額
（△）

△136,162 1,216,308

期首剰余金又は期首欠損金（△） △774,816,440 △718,146,109

剰余金増加額又は欠損金減少額 26,430,352 19,205,546

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠
損金減少額 26,430,352 19,205,546

剰余金減少額又は欠損金増加額 25,147,032 15,267,077

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠
損金増加額

25,147,032 15,267,077

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △742,299,865 △694,388,098

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
第22期中間計算期間

（自　平成20年11月18日
至　平成21年５月17日）

第23期中間計算期間
（自　平成21年11月18日
至　平成22年５月17日）

１．有価証券の評価基準
及び評価方法

親投資信託受益証券
移動平均法に基づき、時価で評価して
おります。
時価評価にあたっては、親投資信託受
益証券の基準価額に基づいて評価し
ております。

同左

 

 

EDINET提出書類

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社(E12448)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 9/37



第三部【ファンドの詳細情報】

第４【ファンドの経理状況】

原届出書の「第三部 ファンドの詳細情報　第４ ファンドの経理状況　１ 財務諸表」につきましては、以下の中間財務諸

表が追加されます。

《更新・追加》

 

１．  当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）

に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、円単位で表示しております。

 

２．  当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前中間計算期間（平成20年11月18日から平成21年5月17

日まで）の中間財務諸表については、あずさ監査法人による中間監査を受け、当中間計算期間（平成21年11月18日から平成

22年5月17日まで）の中間財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による中間監査を受けております。

  なお、従来から当ファンドが監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年7月1日を

もって有限責任 あずさ監査法人となりました。

 

中間財務諸表

ミリオン（従業員積立投資プラン）インデックスポートフォリオ

（1）【中間貸借対照表】

区分
第22期中間計算期間

（平成21年５月17日現在）
第23期中間計算期間

（平成22年５月17日現在）

 金額（円） 金額（円）

資産の部   

流動資産   

金銭信託 20,000 －

コール・ローン 3,204,304 4,147,656

親投資信託受益証券 376,874,872 408,597,094

未収入金 1,800,000 －

未収利息 12 5

流動資産合計 381,899,188 412,744,755

資産合計 381,899,188 412,744,755

負債の部   

流動負債   

未払解約金 1,486,650 －

未払受託者報酬 140,674 175,350

未払委託者報酬 2,672,715 3,331,650

その他未払費用 8,735 10,899

流動負債合計 4,308,774 3,517,899

負債合計 4,308,774 3,517,899

純資産の部   

元本等   

元本 1,119,890,279 1,103,614,954

剰余金   

中間剰余金又は中間欠損金（△） △742,299,865 △694,388,098

（分配準備積立金） 6,641,143 6,255,323

元本等合計 377,590,414 409,226,856

純資産合計 377,590,414 409,226,856

負債純資産合計 381,899,188 412,744,755
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】

区分

第22期中間計算期間
（自　平成20年11月18日
至　平成21年５月17日）

第23期中間計算期間
（自　平成21年11月18日
至　平成22年５月17日）

 金額（円） 金額（円）

営業収益   

受取利息 923 552

有価証券売買等損益 33,918,294 24,553,197

営業収益合計 33,919,217 24,553,749

営業費用   

受託者報酬 140,674 175,350

委託者報酬 2,672,715 3,331,650

その他費用 8,735 10,899

営業費用合計 2,822,124 3,517,899

営業利益 31,097,093 21,035,850

経常利益 31,097,093 21,035,850

中間純利益 31,097,093 21,035,850

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又
は一部解約に伴う中間純損失金額の分配額
（△）

△136,162 1,216,308

期首剰余金又は期首欠損金（△） △774,816,440 △718,146,109

剰余金増加額又は欠損金減少額 26,430,352 19,205,546

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠
損金減少額 26,430,352 19,205,546

剰余金減少額又は欠損金増加額 25,147,032 15,267,077

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠
損金増加額

25,147,032 15,267,077

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △742,299,865 △694,388,098

 

（3）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
第22期中間計算期間

（自　平成20年11月18日
至　平成21年５月17日）

第23期中間計算期間
（自　平成21年11月18日
至　平成22年５月17日）

１．有価証券の評価基準
及び評価方法

親投資信託受益証券
移動平均法に基づき、時価で評価して
おります。
時価評価にあたっては、親投資信託受
益証券の基準価額に基づいて評価し
ております。

同左

 

（中間貸借対照表に関する注記）

区分 第22期中間計算期間
（平成21年５月17日現在）

第23期中間計算期間
（平成22年５月17日現在）

１．当該中間計算期間の末日におけ
る受益権の総数  1,119,890,279口 1,103,614,954口

２．投資信託財産の計算に関する規
則第55条の６第10号に規定する
額

元本の欠損 742,299,865円元本の欠損 694,388,098円

３．当該中間計算期間の末日におけ
る１単位当たりの純資産の額  0.3372円  0.3708円

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

 

（有価証券関係に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係に関する注記）

該当事項はありません。

 

（その他の注記）

元本の移動
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区分
第22期中間計算期間

（平成21年５月17日現在）
第23期中間計算期間

（平成22年５月17日現在）

１．期首元本額 1,122,265,843円 1,108,885,022円
期中追加設定元本額 35,900,169円 24,395,233円
期中一部解約元本額 38,275,733円 29,665,301円

 

（参考）

当ファンドは「ミリオン・インデックスマザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸借対照表の資産の部

に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。

なお、同親投資信託の状況は次の通りです。

 

「ミリオン・インデックスマザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 

ミリオン・インデックスマザーファンド

（1）貸借対照表

区分
 

（平成21年５月17日現在）
 

（平成22年５月17日現在）

 金額（円） 金額（円）

資産の部   

流動資産   

金銭信託 704,093 393,304

コール・ローン 73,295,858 59,584,635

株式 456,876,720 505,564,600

派生商品評価勘定 14,700,030 －

未収配当金 3,857,960 3,858,684

未収利息 100 81

前払金 － 225,000

差入委託証拠金 4,320,000 1,650,000

流動資産合計 553,754,761 571,276,304

資産合計 553,754,761 571,276,304

負債の部   

流動負債   

派生商品評価勘定 － 1,292,632

前受金 13,600,000 －

未払解約金 1,800,000 －

流動負債合計 15,400,000 1,292,632

負債合計 15,400,000 1,292,632

純資産の部   

元本等   

元本 1,122,733,751 1,062,167,077

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） △584,378,990 △492,183,405

元本等合計 538,354,761 569,983,672

純資産合計 538,354,761 569,983,672

負債純資産合計 553,754,761 571,276,304
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（2）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
（自　平成20年11月18日
至　平成21年５月17日）

（自　平成21年11月18日
至　平成22年５月17日）

１．有価証券の評価基準
及び評価方法

株式
移動平均法に基づき、原則として時価
で評価しております。時価評価にあ
たっては、証券取引所（ジャスダック
証券取引所を除く）における最終相
場（最終相場のないものについては、
それに準ずる価額）、ジャスダック証
券取引所が発表する基準値段、または
証券会社等から提示される気配相場
に基づいて評価しております。

株式
移動平均法に基づき、原則として時価
で評価しております。時価評価にあ
たっては、金融商品取引所における最
終相場（最終相場のないものについ
ては、それに準ずる価額）、または金
融商品取引業者等から提示される気
配相場に基づいて評価しております。

２．デリバティブ等の評
価基準及び評価方法

先物取引
個別法に基づき、市場価額に基づいて
時価で評価しております。

同左

３．収益及び費用の計上
基準

受取配当金
原則として株式の配当落ち日におい
て、確定配当金額または予想配当金額
を計上しております。

同左

 

（貸借対照表に関する注記）

区分  
（平成21年５月17日現在）

 
（平成22年５月17日現在）

１．当該計算期
間の末日に
おける受益
権の総数

 1,122,733,751口  1,062,167,077口

２．投資信託財
産の計算に
関する規則
第55条の６
第10号に規
定する額

元本の欠損 584,378,990円元本の欠損 492,183,405円

３．当該計算期
間の末日に
おける１単
位当たりの
純資産の額

 0.480円  0.537円

 

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

 

（有価証券関係に関する注記）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引等関係に関する注記）

取引の時価等に関する事項

区分 種類
（平成21年５月17日現在）

契約額等（円）  
時価（円） 評価損益（円）

 うち１年超

市
場
取
引

株価指数先物取引     
買建 59,440,000 － 74,160,00014,720,000

 (59,459,970)(－)  (14,700,030)
     

合計
59,440,000 － 74,160,00014,720,000
(59,459,970)(－)  (14,700,030)

　

 

区分 種類
（平成22年５月17日現在）

契約額等（円）  
時価（円） 評価損益（円）

 うち１年超

市
場
取
引

株価指数先物取引     
買建 52,475,000 － 51,200,000△1,275,000

 (52,492,632)(－)  (△1,292,632)
     

合計
52,475,000 － 51,200,000△1,275,000
(52,492,632)(－)  (△1,292,632)

（注）１．時価の算定方法

株価指数先物取引の時価については、以下のように評価しております。

原則として計算期間末日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しており

ます。このような時価が発表されていない場合には、計算期間末日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる

方法で評価しております。

２．株価指数先物取引の残高は、契約額ベースで表示しております。

３．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。なお、（）内は手数料相当額を含んだ場合の金額を表しており

ます。

（その他の注記）

元本の移動

区分
 

（平成21年５月17日現在）
 

（平成22年５月17日現在）

１．期首元本額  1,139,167,720円  1,086,643,177円
期中追加設
定元本額  29,614,094円  16,685,511円

期中一部解
約元本額  46,048,063円  41,161,611円

     
平成21年５
月17日現在
・平成22年
５月17日現
在における
元本の内訳
（注）

ミリオン(従業員積立
投資プラン)インデッ
クスポートフォリオ

785,155,984円
ミリオン(従業員積立
投資プラン)インデッ
クスポートフォリオ

760,888,445円

ミリオン(従業員積立
投資プラン)フィナン
シャルミックスポート
フォリオ

337,577,767円

ミリオン(従業員積立
投資プラン)フィナン
シャルミックスポート
フォリオ

301,278,632円

 合計 1,122,733,751円合計 1,062,167,077円

（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額
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２【ファンドの現況】

原届出書の「第三部 ファンドの詳細情報　第４ ファンドの経理状況　２ ファンドの現況」につきましては、以下の内容に

更新・訂正されます。

《更新・訂正後》

 

【純資産額計算書】

  （平成22年７月２日現在）

Ⅰ 資産総額 370,139,895円

Ⅱ 負債総額 831,564円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 369,308,331円

Ⅳ 発行済数量 1,107,085,179口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.3336円

 

（参考）マザーファンドの現況

ミリオン・インデックスマザーファンド

純資産額計算書

  （平成22年７月２日現在）

Ⅰ 資産総額 516,041,688円

Ⅱ 負債総額 1,691,035円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 514,350,653円

Ⅳ 発行済数量 1,062,448,016口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.484円

 

 

第５【設定及び解約の実績】

原届出書の 第三部 ファンドの詳細情報　第5 設定及び解約の実績 につきましては、以下の内容に更新・訂正されます。

《更新・訂正後》

 

 設定数量(口) 解約数量(口)

第12期計算期間(平成10年11月18日から平成11年11月17日まで)140,924,957268,011,216

第13期計算期間(平成11年11月18日から平成12年11月17日まで)109,138,866178,755,429

第14期計算期間(平成12年11月18日から平成13年11月19日まで)132,765,00676,759,519

第15期計算期間(平成13年11月20日から平成14年11月18日まで)141,406,93471,393,884

第16期計算期間(平成14年11月19日から平成15年11月17日まで)129,761,183143,831,682

第17期計算期間(平成15年11月18日から平成16年11月17日まで)89,872,148 95,271,304

第18期計算期間(平成16年11月18日から平成17年11月17日まで)78,411,226142,871,659

第19期計算期間(平成17年11月18日から平成18年11月17日まで)52,475,633149,917,068

第20期計算期間(平成18年11月18日から平成19年11月19日まで)41,615,933161,758,997

第21期計算期間(平成19年11月20日から平成20年11月17日まで)48,524,400 60,885,277

第22期計算期間(平成20年11月18日から平成21年11月17日まで)62,090,808 75,471,629

第23期計算期間中(平成21年11月18日から平成22年5月17日まで)24,395,233 29,665,301
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第四部【特別情報】

第１【委託会社等の概況】

２【事業の内容及び営業の概況】

原届出書の「第四部 特別情報　第１ 委託会社等の概況　２ 事業の内容及び営業の概況」につきましては、以下の内容に

更新・訂正されます。

《更新・訂正後》

 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を行うとと

もに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。また「金融商品取

引法」に定める投資助言業務を行っています。

平成22年７月２日現在、委託会社が運用の指図を行っている証券投資信託は以下の通りです（ただし、親投資信託を除き

ます。）。

種   類 本数 純資産総額

追加型株式投資信託 47本 226,121百万円

合   計 47本 226,121百万円
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３【委託会社等の経理状況】

原届出書の「第四部 特別情報　第１ 委託会社等の概況　３ 委託会社等の経理状況」につきましては、以下の内容に更新

・訂正されます。

《更新・訂正後》

 

１．財務諸表の作成方法について
委託会社であるＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社（以下「委託会社」という。）の財務諸表は、「財務諸表等の
用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）第2条の規定によ
り、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しておりま
す。
なお、第23期事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第24期事業

年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。
 
 

２．監査証明について
委託会社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第23期事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日
まで）及び第24期事業年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人の監査を
受けております。
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(1)【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
第23期

（平成21年3月31日現在）
第24期

（平成22年3月31日現在）

資産の部   

流動資産   

現金・預金 4,991,495 5,244,171

前払費用 74,359 45,055

未収入金 - 376

未収委託者報酬 197,729 196,221

未収運用受託報酬 ※1
563,651

※1
550,685

未収投資助言報酬 ※1
149,263

※1
126,638

繰延税金資産 59,785 54,282

未収還付法人税等 184,402 -

その他 14,729 6,190

流動資産合計 6,235,417 6,223,622

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※2
77,307

※2
69,910

器具備品 ※2
185,794

※2
136,629

有形固定資産合計 263,101 206,539

無形固定資産   

ソフトウェア 55,251 44,228

電話加入権 6,662 6,662

その他 745 755

無形固定資産合計 62,658 51,646

投資その他の資産   

長期差入保証金 ※1
204,426

※1
204,426

長期前払費用 455 365

繰延税金資産 31,097 19,854

施設利用権 49,000 49,000

貸倒引当金 △48,000 △48,000

投資その他の資産合計 236,979 225,645

固定資産合計 562,739 483,831

資産合計 6,798,156 6,707,454
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  (単位：千円)

 
第23期

（平成21年3月31日現在）
第24期

（平成22年3月31日現在）

負債の部   

流動負債   

預り金 10,129 10,433

未払金 285,007 249,499

未払収益分配金 63 105

未払償還金 26,039 28,065

未払手数料 111,698 107,831

その他未払金 147,206 113,496

未払費用 63,296 48,119

未払法人税等 - 9,034

未払消費税等 - 11,774

賞与引当金 111,651 78,606

流動負債合計 470,085 407,468

固定負債   

退職給付引当金 34,527 16,119

固定負債合計 34,527 16,119

負債合計 504,613 423,587

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金   

資本準備金 660,443 660,443

資本剰余金合計 660,443 660,443

利益剰余金   

利益準備金 83,040 83,040

その他利益剰余金   

　別途積立金 3,092,001 3,092,001

　繰越利益剰余金 1,458,057 1,448,381

利益剰余金合計 4,633,099 4,623,423

株主資本合計 6,293,543 6,283,866

純資産合計 6,293,543 6,283,866

負債・純資産合計 6,798,156 6,707,454

 

EDINET提出書類

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社(E12448)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

19/37



(2)【損益計算書】

  (単位：千円)

 第23期 第24期

 
（自　平成20年4月1日
　至　平成21年3月31日）

（自　平成21年4月1日
　至　平成22年3月31日）

営業収益   

委託者報酬 2,671,697 2,172,380

運用受託報酬 1,895,368 1,731,095

投資助言報酬 285,808 246,119

営業収益合計 4,852,874 4,149,595

営業費用   

支払手数料 1,539,781 1,226,938

広告宣伝費 27,273 20,282

公告費 2,008 1,140

調査費 631,638 569,699

調査費 275,877 273,646

委託調査費 355,760 296,052

委託計算費 223,105 214,468

営業雑経費 117,560 98,343

通信費 18,545 16,293

印刷費 89,443 73,629

協会費 6,540 5,629

諸会費 3,030 2,789

営業費用合計 2,541,367 2,130,871

一般管理費   

給料 1,229,342 1,199,808

役員報酬 60,179 56,262

給料・手当 963,583 951,163

賞与 205,578 192,382

その他報酬 42,327 22,884

賞与引当金繰入 111,651 78,606

退職金 17,750 -

福利厚生費 194,539 187,320

交際費 5,155 1,796

旅費交通費 37,766 27,755

租税公課 16,954 17,285

不動産賃借料 256,749 255,113

退職給付費用 △1,477 37,281

貸倒引当金繰入 1,400 -

固定資産減価償却費 65,199 71,901

諸経費 151,288 101,732

一般管理費合計 2,128,647 2,001,487

営業利益 182,858 17,235
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  (単位：千円)

 第23期 第24期

 
（自　平成20年4月1日
　至　平成21年3月31日）

（自　平成21年4月1日
　至　平成22年3月31日）

営業外収益   

受取利息 14,568 8,636

償還金等時効完成分 122 5,111

保険契約返戻金・配当金 ※1
1,747

※1
1,738

還付加算金 - 5,459

雑益 178 1,391

営業外収益合計 16,618 22,338

営業外費用   

償還金等時効完成分支払額 3,264 -

雑損 217 -

営業外費用合計 3,481 -

経常利益 195,995 39,573

特別利益 - -

特別損失   

固定資産除却損 ※2
3,080

※2
212

商号変更費用 36,617 -

ゴルフ会員権償還損 633 -

特別損失合計 40,330 212

税引前当期純利益 155,664 39,361

法人税、住民税及び事業税 2,475 2,290

法人税等調整額 66,781 16,747

法人税等合計 69,257 19,037

当期純利益 86,407 20,323
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(3)【株主資本等変動計算書】

  (単位：千円)

 第23期 第24期

 
（自　平成20年4月1日

　至　平成21年3月31日）

（自　平成21年4月1日

　至　平成22年3月31日）

株主資本   

　資本金   

　　前期末残高 1,000,000 1,000,000

　　当期変動額 - -

　　当期末残高 1,000,000 1,000,000

　資本剰余金   

　　資本準備金   

　　　前期末残高 660,443 660,443

　　　当期変動額 - -

　　　当期末残高 660,443 660,443

　資本剰余金合計   

　　前期末残高 660,443 660,443

　　当期変動額 - -

　　当期末残高 660,443 660,443

　利益剰余金   

　　利益準備金   

　　　前期末残高 83,040 83,040

　　　当期変動額 - -

　　　当期末残高 83,040 83,040

　その他利益剰余金   

　　別途積立金   

　　　前期末残高 3,092,001 3,092,001

　　　当期変動額 - -

　　　当期末残高 3,092,001 3,092,001

　　繰越利益剰余金   

　　　前期末残高 1,521,650 1,458,057

　　　当期変動額   

　　　　剰余金の配当 △150,000 △30,000

　　　　当期純利益 86,407 20,323

　　　　当期変動額合計 △63,592 △9,676

　　　当期末残高 1,458,057 1,448,381

　利益剰余金合計   

　　前期末残高 4,696,692 4,633,099

　　当期変動額   

　　　剰余金の配当 △150,000 △30,000

　　　当期純利益 86,407 20,323

　　　当期変動額合計 △63,592 △9,676

　　当期末残高 4,633,099 4,623,423

株主資本合計   

　前期末残高 6,357,135 6,293,543

　当期変動額   

　　剰余金の配当 △150,000 △30,000

　　当期純利益 86,407 20,323

　　当期変動額合計 △63,592 △9,676

　当期末残高 6,293,543 6,283,866
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重要な会計方針

第23期

（自 平成20年4月1日

至 平成21年3月31日）

第24期

（自 平成21年4月1日

至 平成22年3月31日）

1．固定資産の減価償却方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　3年～18年

器具備品　3年～20年

1．固定資産の減価償却方法

(1)有形固定資産

同左

 

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用

しております。

(2)無形固定資産

同左

 

　(3)リース資産

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 

（会計方針の変更）

当事業年度から平成19年3月30日改正の「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会

計基準適用指針第16号）を適用しております。これ

による損益への影響はありません。

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

2．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金は、従業員賞与の支給に充てるため、支

給見込額を計上しております。

(3)退職給付引当金は、従業員に対する退職金の支払

に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を、簡便法により

計上しております。

 

2．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

同左

 

(2)賞与引当金

同左

(3)退職給付引当金

同左

 

 

3．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式に

よっております。

 

3．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

同左

 

 
表示方法の変更

第23期
（自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日）

第24期
（自 平成21年4月1日
至 平成22年3月31日）

1.　（損益計算書）
投資運用業等統一経理基準一部改正（平成20年3月19
日）に伴い、以下の表示方法の変更を行っております。
前事業年度において「調査費」として表示しており
ました支払投資助言報酬につき当事業年度においては
「委託調査費」として表示しております。
なお、前事業年度の「調査費」として表示した支払投資
助言報酬は135,539千円であります。また当事業年度よ
り「委託調査費」として表示した支払投資助言報酬は
98,709千円であります。
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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注記事項

（貸借対照表関係）

第23期

（平成21年3月31日現在）

第24期

（平成22年3月31日現在）

※1 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

未収運用受託報酬　 　 43,508千円

未収投資助言報酬　　 149,263千円

長期差入保証金　　 　204,060千円

 

※2 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

ります。

建物      　　　68,895千円

器具備品     　198,399千円

 

※1 各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりであります。

未収運用受託報酬　 　 35,828千円

未収投資助言報酬　　 126,638千円

長期差入保証金　　 　204,060千円

 

※2 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであり

ます。

建物      　　　76,292千円

器具備品     　244,766千円

 

 

（損益計算書関係）

第23期

（自 平成20年4月1日

至 平成21年3月31日）

第24期

（自 平成21年4月1日

至 平成22年3月31日）

※1 全て関係会社に対する金額であります。

 

※2 固定資産除却損は器具備品3,080千円であります。

 

※1 同左

 

※2 固定資産除却損は器具備品212千円であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

第23期　（自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）

1.発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 12,601株 - - 12,601株

 

2.自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

3.新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

4.配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当り配当額 基準日 効力発生日

平成20年6月25日
定時株主総会

普通株式 150,000,035円11,903円82銭平成20年3月31日平成20年6月25日

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当り配当額 基準日 効力発生日

平成21年6月25日
定時株主総会

普通株式 30,000,083円利益剰余金 2,380円77銭平成21年3月31日平成21年6月25日

 

第24期　（自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日）

1.発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 12,601株 - - 12,601株

 

2.自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

3.新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

4.配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当り配当額 基準日 効力発生日

平成21年6月25日
定時株主総会

普通株式 30,000,083円2,380円77銭平成21年3月31日平成21年6月25日

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当り配当額 基準日 効力発生日

平成22年6月25日
定時株主総会

普通株式 6,300,500円利益剰余金 500円00銭平成22年3月31日平成22年6月25日

 

（リース取引関係）

第23期
（自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日）

第24期
（自 平成21年4月1日
至 平成22年3月31日）

重要性が乏しいため、財務諸表等規則第8条の6の規
定により注記を省略しております。
 

同左
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(金融商品関係)
第24期　(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日)

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融商品の時価等の開示に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用しております。

1.金融商品の状況に関する事項

　(1)金融商品に対する取り組み方針

　　当社は、資金運用について財務内容の健全性を損なうことのないよう、主に安全性の高い金融資産で運用しております。

　(2)金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品にかかるリスク管理体制

　　営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬は、主に当社が運用指図を行う信託財産より支弁され、当社は当該信託財産

の内容を把握しており、当該営業債権の回収にかかるリスクは僅少であります。

　　また、営業債権である未収投資助言報酬は、当社親会社への債権であり、その回収にかかるリスクは僅少であります。

　　営業債務である未払手数料、並びにその他未払金は、１年以内の支払期日です。

 

2.金融商品の時価等に関する事項

　平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、長期差入保証金

（貸借対照表計上額204,426千円）は、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認

められるため、次表には含めておりません。

（単位：千円）
 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金・預金 5,244,171 5,244,171 -
(2)未収委託者報酬 196,221 196,221 -
(3)未収運用受託報酬 550,685 550,685 -
(4)未収投資助言報酬 126,638 126,638 -
資産計 6,117,717 6,117,717 -
(1)未払手数料 107,831 107,831 -
(2)その他未払金 113,496 113,496 -
負債計 221,327 221,327 -

（注1）金融商品の時価の算定方法

　　　資産

　　　(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(4)未収投資助言報酬

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　　負債

　　　(1)未払手数料、(2)その他未払金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注2）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
１０年以内

１０年超

現金・預金 5,243,971 - - -
未収委託者報酬 196,221 - - -
未収運用受託報酬 550,685 - - -
未収投資助言報酬 126,638 - - -
合計 6,117,517 - - -

 

（有価証券関係）

第23期　(平成21年3月31日現在)

該当事項はありません。

 

第24期　(平成22年3月31日現在)

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）
第23期　(自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日)

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。
 
第24期　(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日)

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。
 
（退職給付関係）
第23期　(自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日)
1．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を併用しております。
 
2．退職給付債務及びその内訳

 第23期
(平成21年3月31日)

(1)退職給付債務　　　　　　　　　　　　(千円)
(2)年金資産　　　　　　　　　　　　　　(千円)

△220,105
185,577

(3)未積立退職給付債務　(1)+(2)         (千円) △34,527

(4)退職給付引当金　(3)　　             (千円) △34,527

 
3．退職給付費用の内訳

 第23期
（自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日）

退職給付費用　　　　　　　　　　　　　 (千円) △1,477

 
第24期　(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日)
1．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を併用しております。
 
2．退職給付債務及びその内訳

 第24期
(平成22年3月31日)

(1)退職給付債務　　　　　　　　　　　　(千円)
(2)年金資産　　　　　　　　　　　　　　(千円)

△251,570
235,451

(3)未積立退職給付債務　(1)+(2)         (千円) △16,119

(4)退職給付引当金　(3)　　             (千円) △16,119

 
3．退職給付費用の内訳

 第24期
（自 平成21年4月1日
至 平成22年3月31日）

退職給付費用　　　　　　　　　　　　　 (千円) 37,281

 
（ストック・オプション等関係）
第23期　(自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日)

該当事項はありません。
 
第24期　(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日)

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

第23期

（平成21年3月31日現在）

第24期

（平成22年3月31日現在）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

 

繰延税金資産  千円

未払費用否認  6,257 

賞与引当金繰入限度超過額  45,431 

ゴルフ会員権評価損否認  2,441 

貸倒引当金繰入限度超過額  19,531 

未払福利厚生費否認  11,151 

退職給付引当金繰入限度超過額  14,049 

税務上の繰越欠損金  16,672 

税務上の前払費用  6,664 

その他  2,335 

繰延税金資産小計  124,533 

　評価性引当額  △21,972 

繰延税金資産合計  102,561 

繰延税金負債    

未収還付事業税  △11,677 

繰延税金負債合計  △11,677 

繰延税金資産の純額  90,883 

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　40.69%

　（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目　　 1.84%

　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　 0.37%

　住民税均等割　　　　　　　　　　　　　　 1.47%

　その他　　　　　　　　　　　　　　　　   0.12%

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　44.49%

 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

 

繰延税金資産  千円

未払費用否認  4,207 

賞与引当金繰入限度超過額  31,985 

ゴルフ会員権評価損否認  2,441 

貸倒引当金繰入限度超過額  19,531 

未払事業税  2,984 

未払福利厚生費否認  11,011 

退職給付引当金繰入限度超過額  6,558 

税務上の繰越欠損金  13,086 

その他  4,303 

繰延税金資産小計  96,109 

　評価性引当額  △21,972 

繰延税金資産合計  74,136 

繰延税金負債  - 

繰延税金資産の純額  74,136 

    

    

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　40.69%

　（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目　　 1.85%

　住民税均等割　　　　　　　　　　　　　   5.82%

　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　48.36%

 

 
（企業結合等関係）
第23期　(自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日)

該当事項はありません。
 
第24期　(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日)

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

第23期　(自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日)
該当事項はありません。

 
第24期　(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日)

該当事項はありません。
 

（賃貸等不動産関係）

第24期　(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日)
該当事項はありません。
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（関連当事者情報）
第23期　(自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日)
（追加情報）
　当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第11
号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第13号）を適用して
おります。
 
親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又は
出資金

事業の内容
議決権等の
被所有割合

親会社 明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区 60,000百万円生命保険業
(被所有)
直接90%

 
関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の兼任等 事業上の関係

役員4名
投資顧問運用助言
及び設備の賃借

運用受託報酬 37,648千円未収運用受託報酬 43,508千円
投資助言報酬 285,808千円未収投資助言報酬 149,263千円
事務所家賃 247,820千円前払家賃 20,862千円

- - 長期差入保証金 204,060千円
 
取引条件ないし取引条件の決定方針等
①運用受託報酬および投資助言報酬については、投資一任契約に基づき報酬を算出しております。
②事務所の家賃については、近隣の取引情勢に基づいて、契約により所定金額を決定しております。
(注1)上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
(注2)上記役員の兼任の内訳は、非常勤取締役2名、非常勤監査役2名であります。
 

第24期　(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日)
1．関連当事者との取引
親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
議決権等の所有
（被所有）割合

親会社 明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区 60,000百万円生命保険業
(被所有)
直接90%

 

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

投資顧問運用助言及び設備の賃借等
役員の兼任

運用受託報酬 31,784千円未収運用受託報酬 35,828千円
投資助言報酬 246,119千円未収投資助言報酬 126,638千円
事務所家賃 246,655千円長期差入保証金 204,060千円

 
取引条件ないし取引条件の決定方針等
①運用受託報酬および投資助言報酬については、契約に基づき報酬を算出しております。
②事務所の家賃については、近隣の取引情勢に基づいて、契約により所定金額を決定しております。
(注1)上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
 

2．親会社又は重要な関連会社に関する注記
　親会社情報
　　明治安田生命保険相互会社（非上場）
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（1株当たり情報）
第23期

（自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日）

第24期
（自 平成21年4月1日
至 平成22年3月31日）

1株当たり純資産額 499,447円91銭1株当たり純資産額 498,680円02銭
1株当たり当期純利益 6,857円17銭1株当たり当期純利益 1,612円87銭

(注)1. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 2. 算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
1株当たり純資産額
 第23期

（自 平成20年4月1日
　　至 平成21年3月31日）

第24期
（自 平成21年4月1日
　　至 平成22年3月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計金額（千円） 6,293,543 6,283,866
普通株式に係る純資産額（千円） 6,293,543 6,283,866

差額の主な内訳 - -

普通株式の発行済株式数(株) 12,601 12,601

普通株式の自己株式数(株) - -
1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 12,601 12,601

 
1株当たり当期純利益

 
第23期

（自 平成20年4月1日
　　至 平成21年3月31日）

第24期
（自 平成21年4月1日
　　至 平成22年3月31日）

当期純利益(千円) 86,407 20,323
普通株主に帰属しない金額(千円) - -
普通株主に係る当期純利益(千円) 86,407 20,323
期中平均株式数(株) 12,601 12,601

EDINET提出書類

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社(E12448)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

30/37



（重要な後発事象）

第23期
（自 平成20年4月1日
至 平成21年3月31日）

第24期
（自 平成21年4月1日
至 平成22年3月31日）

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 

・安田投信投資顧問株式会社との合併について
　当社と安田投信投資顧問株式会社は、平成22年6月10日付
で、合併効力発生日を平成22年10月1日とする合併契約を
締結しました。当該合併契約につきましては、平成22年6月
25日開催の定時株主総会において承認を得ております。
 
1．合併の目的
資産運用業界は金融・経済危機を受けて、厳しい環境
下にあり、資産運用会社は運用力のさらなる強化と経営
効率のいっそうの向上を求められております。こうした
環境を踏まえ、今後さらに多様化、高度化していくお客
さまのニーズに的確に対応していくためには、両社が
各々の独自性を伸ばしていくという従来の方向から、両
社の持つ経営基盤、これまで培ってきた運用ノウハウを
発展的に融合し、資産運用会社としての競争力を高めて
いく方向とすることが最善の道であると判断し、両社間
で合併の合意に至りました。
 

2．合併する相手会社の名称
安田投信投資顧問株式会社
 

3．合併の方法、合併後の会社の名称
本合併にあたっては、当社を吸収合併存続会社とし、
安田投信投資顧問株式会社を吸収合併消滅会社としま
す。
また、新会社の商号は、明治安田アセットマネジメン
ト株式会社（英文名：Meiji Yasuda Asset Management
Company Ltd.）とします。
 

4．合併比率等
　(1)合併比率

安田投信投資顧問株式会社の普通株式１株につき、
当社の普通株式0.0543772株の割合をもって割当交付
します。

　(2)合併により発行する株式の種類及び数
当社は、本合併に際して、普通株式6,286株を発行し
ます。

　(3)資本金、資本準備金その他
本合併により増加する資本金および準備金等は、次
のとおりです。
①資本金　　　　　　0円
②資本準備金　　　　0円
③その他資本剰余金
会社計算規則第35条第2項の株主資本等変動額か
ら前２号の合計額を控除した金額
④利益準備金　　　　0円
⑤その他利益剰余金　0円

 
 5．安田投信投資顧問株式会社の概要

　(1)事業内容
金融商品取引法に規定する第二種金融商品取引業、
投資助言・代理業および投資運用業

　(2)営業成績及び財産の状況
区分 平成21年3月期
営業収益 2,820百万円
当期純損失 255百万円
資産の額 3,935百万円
負債の額 299百万円
純資産の額 3,635百万円

 
6．合併効力発生日　　平成22年10月1日
 

 
 

EDINET提出書類

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社(E12448)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

31/37



５【その他】

＜訂正前＞

（2）訴訟事件その他の重要事項

該当事項はありません。

 

＜訂正後＞

（2）訴訟事件その他の重要事項

当社は平成22年10月１日に安田投信投資顧問株式会社と合併し、商号を明治安田アセットマネジメント株式会社に変

更する予定です。

 

第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

(1)受託会社

（平成21年４月１日現在）
(A)名称 (B)資本金の額（百万円） (C)事業の内容

株式会社りそな銀行 279,928
銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の
信託業務の兼営等に関する法律（兼営法）に基づき
信託業務を営んでいます。

 

(2)販売会社

（平成21年３月31日現在）

(A)名称 (B)資本金の額（百万円） (C)事業の内容

コスモ証券株式会社 13,500「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取引業を営んでいます。

 

＜訂正後＞

(1)受託会社

（平成22年３月31日現在）
(A)名称 (B)資本金の額（百万円） (C)事業の内容

株式会社りそな銀行 279,928
銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の
信託業務の兼営等に関する法律（兼営法）に基づき
信託業務を営んでいます。

 

(2)販売会社

（平成22年３月31日現在）

(A)名称 (B)資本金の額（百万円） (C)事業の内容

コスモ証券株式会社 13,500「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取引業を営んでいます。

 

 

３【資本関係】

（略）

＜訂正前＞

〔参考情報：再信託受託会社の概要〕

1.名称、資本金の額及び事業の内容

（A）名称 : 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（B）資本金の額 : 平成21年３月31日現在、51,000百万円

（C）事業の内容 : 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に
関する法律（兼営法）に基づき信託業務を営んでいます。

（略）

 

＜訂正後＞
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〔参考情報：再信託受託会社の概要〕

1.名称、資本金の額及び事業の内容

（A）名称 : 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（B）資本金の額 : 平成22年３月31日現在、51,000百万円

（C）事業の内容 : 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に
関する法律（兼営法）に基づき信託業務を営んでいます。

（略）
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独立監査人の中間監査報告書

 
平成２２年７月５日

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

 

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森　公高　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 辻前　正紀　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ

ンドの経理状況」に掲げられているミリオン（従業員積立投資プラン）インデックスポートフォリ

オの平成２１年１１月１８日から平成２２年５月１７日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、ミリオン（従業員積立投資プラン）インデックスポートフォリオの平成２２

年５月１７日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２１年１１月１

８日から平成２２年５月１７日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、

公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）1．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半
期報告書提出会社）が別途保管しております。
2．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。

 

 

　　委託会社の監査報告書(当期)へ
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独立監査人の監査報告書

 
平成２２年６月２５日

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 森　公高　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 奥村　始史　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 辻前　正紀　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等

の経理状況」に掲げられているＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社の平成２１年４月１日から平成

２２年３月３１日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本

等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象の「安田投信投資顧問株式会社との合併について」に記載されているとおり、会社と

安田投信投資顧問株式会社は、平成２２年６月１０日付で、合併効力発生日を平成２２年１０月１日とす

る合併契約を締結している。当該合併契約については、平成２２年６月２５日開催の定時株主総会におい

て承認を得ている。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上
 
（注）1．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報

告書提出会社）が別途保管しております。
2．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書

 
平成２１年７月６日

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 森　公高　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 辻前　正紀　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンド

の経理状況」に掲げられているミリオン（従業員積立投資プラン）インデックスポートフォリオの平成

２０年１１月１８日から平成２１年５月１７日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間

監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、ミリオン（従業員積立投資プラン）インデックスポートフォリオの平成２１年５月

１７日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２０年１１月１８日から平

成２１年５月１７日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公

認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）1．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

2．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。

 
 
　　委託会社の監査報告書(前期)へ
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独立監査人の監査報告書

 
平成２１年６月２５日

ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 森　公高　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 奥村　始史　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 辻前　正紀　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等

の経理状況」に掲げられているＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社の平成２０年４月１日から平成

２１年３月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本

等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ＭＤＡＭアセットマネジメント株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　　上

 
（注）1．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報

告書提出会社）が別途保管しております。
2．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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